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   別紙 

答申第１４４号 

第１ 審査会の結論 

岡山市長（以下「市の機関」という。）が行った令和５年１１月２９日付け

岡こ相第１８９号による保有個人情報部分開示決定（以下「本件処分」とい

う。）のうち、別表に掲げる部分を開示すべきである。 

  

第２ 審査請求及び諮問の経緯 

１ 本件審査請求人（以下「請求人」という。）は、未成年である○○○

○、○○、○○（以下「本児」という。）の法定代理人として、令和５

年１１月１３日付けで、市の機関に対し、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）第７７条第１項の規

定に基づき、「こども総合相談所が保有する○○○○、○○、○○の一

時保護及び相談記録」について、保有個人情報開示請求（以下「本件請

求」という。）を行った。 

２ 本件請求に対し、市の機関は、対象文書として、本児の一時保護措置

に係る経過記録表（以下「本件公文書」という。）を特定し、同年１１

月２９日付けで、以下のア、イ及びウに該当する部分を不開示とする本

件処分を行った。 

ア 開示請求した者以外の第三者に関する情報については、開示するこ

とによって当該第三者の権利利益を侵害するおそれがあることから、

法第７８条第１項第２号に該当する。 

イ 職員が行った面接の所見、評価については、個人の主観的な見解に基

づくものであり、開示することによって誤解や不信感を生じさせるお
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それがあることから、法第７８条第１項第６号に該当する。 

ウ 関係機関との協議内容については、事務又は事業に関する情報であ

り、開示することにより今後の適正な行政執行に支障を及ぼすおそれ

があることから、法第７８条第１項第７号に該当する。 

３ 請求人は、市の機関に対し、令和６年１月２３日付けで、本件部分開

示決定を不服とする審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行っ

た。 

４ 市の機関は、令和６年７月１８日付けで、本件審査請求の取扱いにつ

いて、法第１０５条第１項の規定に基づき、当審査会に諮問を行った。 

 

第３ 請求人及び市の機関の主張の要旨 

１ 請求人の主張要旨 

審査請求書、反論書、再反論書によると、請求人の主張はおおむね次

のとおりである。 

本件公文書の内容は、電話、協議等、所属訪問、所見の不開示部分を全

て不開示にする理由はなく、処分庁は法の適用を誤っていると考える。 

ア 第三者に関する情報については、具体的な個人名・生年月日などの

個人情報のみ法第７８条第１項第２号に該当するが、それ以外は不開

示情報に該当しない。 

イ 法第７８条第１項第６号に該当すると主張している不開示情報につ

いて、所見のどの部分が「不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ」

があるのか具体的に説明していない。また、実際に請求人に面談や電話

の中で伝えていることは隠す必要はない。 

ウ 協議等の内容のどの部分が、法第７８条第１項第７号の「その他当
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該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」に該当するのか、

具体的に説明していない。 

エ 令和４年１０月２４日に○○○○○○から○○○○○○○○○○へ

通告があったこと、○○○○○○○○○○からこども総合相談所へ報告

があったこと、こども総合相談所が警察と連携していたこと、一時保護

期間中にこども総合相談所によって○○・○○が○○○○へ受診したこ

とや○○・○○・○○に対して検査が実施されたことは、請求人にとっ

て既知の情報であり、法第７８条第１項第２号イに該当するため、不開

示情報には該当しない。 

オ 検査結果についても令和４年１１月１日にこども総合相談所より請

求人に伝えられているため、不開示情報には該当しない。 

 

２ 市の機関の主張要旨 

   弁明書、再弁明書によると、市の機関の主張は、おおむね次のとおり

である。 

ア 「電話及び所属訪問」に関する記載の全てが法第７８条第１項第２号

のみに該当するという趣旨ではない。開示請求した者以外の第三者に

関する情報については、開示することによって、当該第三者の権利利益

を侵害するおそれがあるため、法第７８条第１項第２号に該当し、不開

示とした。 

イ 「所見」を開示することにより、不当に国民の間に混乱を生じさせる

おそれがあることを前提とした主張を行っていない。 

ウ 協議等を開示することは、法第７８条第１項第７号柱書の「その他当

該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及
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ぼすおそれ」に該当すると考える。同号イからトに掲げられた「おそれ」

は例示に過ぎず、限定列記ではない。 

 

第４ 審査会の判断 

市の機関と請求人との間における本件の争点に関し、当審査会は、以下の

とおり判断する。 

１ 基本的な考え方 

  請求人は、個人名・生年月日以外全て開示すべきと主張しているのに対

して、市の機関は、本件各不開示部分は、法第７８条第１項第２号、第６

号及び第７号に該当すると主張している。よって、当審査会は、法第７８

条第１項第２号、第６号及び第７号についての該当性を検討する。 

 

２ 法第７８条第１項第２号該当性について 

法第７８条第１項第２号本文は、「開示請求者以外の個人に関する情

報（中略）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等

により開示請求者以外の特定の個人を識別することができるもの（他の

情報と照合することにより、開示請求者以外の特定の個人を識別するこ

とができることとなるものを含む。）若しくは個人識別符号が含まれる

もの又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできないが、開

示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそ

れがあるもの」を除き、開示しなければならないと規定している。また、

同号ただし書では、「イ 法令の規定により又は慣行として開示請求者

が知ることができ、又は知ることが予定されている情報」、「ロ 人の生

命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると
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認められる情報」、「ハ 当該個人が公務員等（中略）である場合におい

て、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のう

ち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分」については、

開示しなければならないと規定している。 

当審査会で本件公文書を見分したところ、同号に該当する情報として

不開示とされているものは、請求者以外の個人の氏名や所属等及びその

者から聴取した内容の記載であった。これらの情報は、請求人以外の個

人に関する情報であって、当該情報そのもの及び他の情報と照合するこ

とにより請求人以外の特定の個人を識別することができるものと認めら

れることから、同号本文に該当し、またその性質上、同号ただし書きイ、

ロ、ハのいずれにも該当しない。 

加えて、請求人は、請求人自身がすでに知っている事実については、

同号ただし書きイに該当するため開示すべきと主張するが、当該情報は、

請求人が同席していない場での第三者とのやり取りの内容であることか

ら、請求人は知り得ず、同号ただし書きイには該当しない。 

 

３ 法第７８条第１項第６号該当性について 

法第７８条第１項第６号は、「国の機関、独立行政法人等、地方公共団

体及び地方独立行政法人の内部又は相互間における審議、検討又は協議

に関する情報であって、開示することにより、率直な意見交換若しくは

意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に国民の間に混乱を

生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及

ぼすおそれがあるもの」を除き、開示しなければならないと規定してい

る。 



 

6 
 

当審査会が本件公文書を見分し、当該箇所について市の機関に確認し

たところ、当該箇所には、こども総合相談所における支援及び指導方針

を決定する上で必要不可欠な内部における協議の内容及び決定事項に係

る情報が含まれており、このような情報が開示されることとなれば、職

員が率直な意見や評価の記録に消極的となり、意思決定の中立性の確保

に支障が生じるおそれがあるとの主張がなされた。 

処分庁の当該主張を踏まえて本件公文書を見るに、同号に該当する情

報として不開示とされているものは、市の機関内部での協議内容、担当

者による所見や評価及び知能検査中の児童とのやり取りの記載であった。 

このうち、市の機関内部での協議内容、担当者による所見や評価は、

こども総合相談所においての支援や指導方針を検討するために収集し記

録された協議内容や職員による主観的な所見及び評価であると認められ

る。これらは支援及び指導方針の検討において重要な判断材料として用

いられているものである。これらの情報を開示することにより、職員が

面接相手に知られたくない内容を記録することをためらう等、率直な意

見の記録が困難となり、結果として将来の意思決定の中立性が損なわれ

る具体的なおそれがあると認められる。したがって、当該記載を不開示

とした市の機関の決定に違法な点があるとはいえない。 

一方、知能検査中の児童とのやり取りは、田中ビネー知能検査におけ

る子どもの様子に関する記載であった。当該検査の概要や構成は必ずし

も秘匿されている情報ではないこと、当該検査を実施した事実は既に開

示していること及び市の機関が主張するような職員の主観的な記載は見

受けられないことに鑑みれば、開示されることによって検査内容の学習

等が行われ、判定業務の中立性を損なう等の具体的な支障があるとは言
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えない。したがって、同号の該当性があるとは認められないため、開示

すべきである。 

 

４ 法第７８条第１項第７号該当性について 

法第７８条第１項第７号は、「国の機関、独立行政法人等、地方公共団

体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であって、開

示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、

当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」を除

き、開示しなければならないと規定する。 

当審査会が本件公文書を見分し、当該箇所について市の機関に確認し

たところ、個別の相談事案において、関係機関は、当初から外部に開示

されないことを前提として市の機関からの情報収集に応じているため、

このような情報が開示されることとなれば、こども総合相談所は関係機

関との間の信頼関係を失い、関係機関が心情的あるいは法的に当所への

情報の提供や率直な意見の陳述に抵抗を示すことになるとの主張がなさ

れた。 

処分庁の当該主張を踏まえて本件公文書を見るに、同号に該当する情

報として不開示とされているものは、こども総合相談所が関係機関から

入手した情報をもとにした相談援助方針の詳細、内部での連絡調整の内容

及び関係機関とのやり取りに関する内容の記載であった。 

これらの情報は、こども総合相談所が行う相談援助業務の遂行にあた

って不可欠なものであり、関係機関の協力と信頼関係を前提として構築

された体制の中で取り扱われている。仮にこれらの情報が開示対象とさ

れる場合、関係機関が情報提供を控えたり、表層的な内容にとどめる等、
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こども総合相談所における事務の実行性が損なわれる具体的なおそれが

あると認められる。したがって、当該記載を不開示とした市の機関の決

定に違法な点があるとは言えない。 

 

５ 結論  

   以上の理由により、当審査会は、第１記載のとおり判断するものであ

る。 

 

第５ 審査会の処理経過 

 当審査会における処理経過は次のとおりである。 

    年 月 日      処 理 内 容 

令和 ６年 ７月１８日 諮問書の収受 

令和 ６年１２月２４日 審議 

 令和 ７年 １月３１日 審議 

 令和 ７年 ２月２８日 審議 

 令和 ７年 ３月２８日 審議 

 令和 ７年 ４月２２日 審議 

 令和 ７年 ５月２７日 審議 

 令和 ７年 ６月２７日 審議 

 令和 ７年 ７月３０日 審議 

令和 ７年 ８月１２日 答申 

 

別表 

本件公文書で不開示と決定した部分のうち、開示すべき情報 
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令和４年１０月２６日（水） 

０９：１５付記録 
２行目から１５行目 

令和４年１０月２７日（木） 

００：００付記録 
２行目から１４行目 

 


